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国家公務員のテレワーク・デイにおける取組
国家公務員制度担当大臣より、「テレワーク・デイ」における国家公務員の積極的なテレワークの実施、
テレワーク環境の計画的な整備を、全大臣に対して要請。（平成29年4月 閣僚懇談会）

テレワーク実施者数（※）
※本府省等に勤務する職員で7月24日にテレワークを実施した者の数

2,018名
・テレワーク・デイに、大臣、副大臣、大臣政務官、局長級の幹部職員が、
積極的にテレワークを実施（総務省、経済産業省）

・テレワーク・デイに、大臣が全国各地のテレワーク実施者とテレビ会議システム
を使って会議を実施（総務省）

・『「とくしま藍の日」＆ 「テレワーク・デイ」記念フォーラム』にて、徳島
オフィス開設を機にテレワークを推進する旨を表明（消費者庁）

・大臣、事務次官等がトップダウンで全職員宛にテレワークを促すメッセージを
発出
（人事院、総務省、法務省、原子力規制委員会、厚生労働省、経済産業省、環境省、防衛省）

・テレワーク・デイに合わせて、テレワーク・ウィーク／月間を独自に設定し、
テレワークを奨励（総務省、財務省、厚生労働省、文部科学省、農林水産省、国土交通省）

・実施職員数等の目標値を設定し、テレワークを促進（厚生労働省、経済産業省）
・WLB月間（※）に向けて、総務省が提供する外部接続環境提供サービスを利用し、
テレワーク環境を整備（法務省）

・省内のテレワーク実施要領を制定、改訂し、テレワークのしやすい環境を整備
（会計検査院、法務省、外務省、国土交通省、環境省）

・サテライトオフィスを活用した自宅外でのテレワークも推奨
（総務省、厚生労働省、経済産業省）

※ WLB月間・・・ワークライフバランス推進強化月間（7,8月）

〔大臣が電話
会議で説明を
受けながら、
テレワークで
資料を確認
（経済産業
省）〕

主な取組事例

〔呼びかけるチラシ（国土交通省）〕

国家公務員テレワーク・ロードマップ

〔一部署の様子（総務省）〕

「2020年度までに、業務の性質上、テレワークの実施が不可能な業務を除き、テレワークが勤務形態の一つとして
定着し、必要な者が必要な時に当該勤務を本格的に活用できるようにする」



国家公務員のテレワーク・リモートアクセス環境等について

リモートアクセス
① ９府省では、省内全ての職員が、必要な時に、自宅等で

職場のメールを閲覧可能
【金融庁、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、
経済産業省、環境省】

② 残り13府省のうち、９府省では、政府目標である2020
年度までに、上記①の環境を整備予定

【内閣官房、内閣府、宮内庁、警察庁、個人情報保護委員会、消費者庁、
復興庁、農林水産省、国土交通省】

① ７府省では、一部の審議会等を完全ペーパーレスで開催
【消費者庁、総務省、財務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省、環境省】

※ 経済産業省では、全ての審議会等での実施が原則

② 8府省では、一部の審議会等で、遠隔地からの参加を
可能とするWeb会議システムを利用【内閣府、金融庁、消費者庁

総務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省、 国土交通省】
（参考）ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ｶﾞﾊﾞﾒﾝﾄ実行計画（平成30年1月16日eｶﾞﾊﾞﾒﾝﾄ閣僚会議決定）（抄）
「2018年度を目途に,審議会や幹部会議等における資料の原則ペーパーレス化を進める」

① ４府省では、日常業務で使用する業務用端末が使用可能
【総務省、文部科学省、経済産業省、環境省】

６府省では、セキュリティを確保した上で、私用端末が
使用可能【公正取引委員会、金融庁、総務省、法務省、財務省、厚生労働省】

※ 上記以外の13府省では、貸出用端末のみ使用可能
４府省では、私用端末又は貸出用端末の数が前年度比
で大幅増（各100～1,300台）

【金融庁、総務省、法務省、厚生労働省】

② 20府省では、「時間」単位でテレワークが可能
【復興庁、環境省 他】

③ 13府省では、テレワークの回数の上限なし
【復興庁、農林水産省 他】

④ ８府省が、テレワーク実施の当日申請が可能
【消費者庁（一部）、環境省、防衛省 他】

テレワーク

１．テレワーク・リモートアクセス環境等の現状

① 平成28年度の国家公務員のテレワーク実施者数（外局含む本府省等）は4,460名で、平成26年度比で約８倍に増加
② 他方、テレワーク・リモートアクセスのための環境はまだ不十分であり、府省間でも取組に差が存在
③ 政府目標（2020年度までにテレワーク・リモートアクセス環境を整備する）に向けて、ハード・ソフト両面における
環境整備を推進する必要

２．今後の計画
７府省では、平成30年度にテレワーク・リモートアクセス用端末を増設予定

・日常業務で使用する業務用端末を持ち帰るシステムを導入
【内閣官房、内閣府、個人情報保護委員会、復興庁、厚生労働省、農林水産省】

・私用端末をテレワークに用いるための機器の台数の増【国土交通省】

ペーパーレス審議会

（調査対象は22府省。下線は昨年度調査から進展があった府省、平成29年10月1日現在）
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